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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第153期

第３四半期
連結累計期間

第154期
第３四半期
連結累計期間

第153期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 389,645 382,231 530,164

経常利益 (百万円) 5,166 4,814 6,353

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,641 2,444 3,156

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,844 1,858 8,999

純資産額 (百万円) 77,061 79,874 82,523

総資産額 (百万円) 302,734 312,746 310,058

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 18.38 17.54 21.96

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 18.28 17.44 21.84

自己資本比率 (％) 24.2 24.2 25.2
 

 

回次
第153期

第３四半期
連結会計期間

第154期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 6.16 6.49
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等

を適用し、第１四半期連結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益」としております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

  (1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、輸出環境に若干の弱さが見られたもの

の、政府の景気経済対策を背景に、企業収益・雇用環境等緩やかな回復が継続いたしました。　

　アメリカ経済は個人消費や民間の設備投資が堅調に推移した一方、中国では景気は緩やかに減速し、アジア新興

国の経済も先行き不透明な状況となっております。

　こうした経済のもと、紙パルプ業界におきましては、板紙は国内景気の回復に伴う堅調な需要がみられました

が、洋紙については電子化の進行などの要因から国内の需要は減少傾向が継続し、当第３四半期連結累計期間にお

ける紙・板紙の国内出荷は前年を下回る結果となりました。

　その結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高382,231百万円（前年同期比1.9％減）、

営業利益4,745百万円（前年同期比8.4％減）、経常利益4,814百万円（前年同期比6.8％減）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は投資有価証券売却益及び固定資産処分損等計上により、2,444百万円（前年同期比7.4％減）とな

りました。

　

当第３四半期連結累計期間の業績をセグメント別にみると次のとおりです。

「国内卸売事業」

　売上高は国内需要の減少に伴い販売数量が減少したため、前年同期比1.3％減の250,929百万円、経常利益は2.2％

減の4,057百万円となりました。

「在外卸売事業」

　中国における事業の見直し等の影響により、売上高は前年同期比2.8％減の110,156百万円、経常利益は30.5％減

の388百万円となりました。

「製紙及び加工等事業」

　売上高は前年同期比10.9％減の16,805百万円、経常利益は再生家庭紙製造事業での新工場稼働に伴う費用増加等

により、44.6％減の1,428百万円となりました。

「不動産賃貸事業」

　売上高はテナントビルの稼働率上昇により前年同期比11.7％増の1,924百万円、経常利益は112百万円（前年同四

半期連結累計期間は168百万円の経常損失）となりました。

「その他の事業」

　売上高は北海道釧路における太陽光発電事業の稼働開始等により、前年同期比64.0％増の2,417百万円、経常利益

は187.4％増の380百万円となりました。

 

  (2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間の総資産は、期末日休日による売上債権の増加等により、前連結会計年度に比べて

2,689百万円増加し、312,746百万円となりました。

　総負債は、借入の増加もあり前連結会計年度に比べて5,337百万円増加し、232,872百万円となりました。

　純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による増加、配当金の支払い及び自己株式の取得による減

少等により、前連結会計年度に比べて2,648百万円減少し、79,874百万円となりました。

 

  (3) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はありません。

 

  (4) 研究開発活動

特記事項はありません。

 

 (5) 主要な設備の状況

前連結会計年度末において計画中であった、当社の連結子会社コアレックス信栄㈱（平成27年10月１日付で信栄

製紙㈱より商号変更）の新工場（静岡県富士市）は平成27年６月に、また当社の連結子会社㈱エコパワーＪＰの太

陽光発電設備（北海道釧路市）は平成27年７月に、それぞれ完成いたしました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 295,603,000

計 295,603,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 150,215,512 150,215,512 東京証券取引所市場第１部
単元株式数は1,000
株であります。

計 150,215,512 150,215,512 ― ―
 

(注) 提出日現在発行数には、平成28年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 150,215 ― 16,649 ― 15,241
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができませんので、直前の基準日である平成27年９月30日の株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 11,845,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式    746,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 136,721,000 136,721 ―

単元未満株式 普通株式    903,512 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 150,215,512 ― ―

総株主の議決権 ― 136,721 ―
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。
 

 

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

日本紙パルプ商事㈱
東京都中央区勝どき
３－12－１
フォアフロントタワー

11,845,000 ― 11,845,000 7.8

(相互保有株式)      

中津川包装工業㈱
愛知県春日井市長塚町
２－12

13,000 ― 13,000 0.0

本州電材㈱
大阪府大阪市中央区瓦町
１－６－10

39,000 ― 39,000 0.0

北上製紙㈱
岩手県一関市旭町
10－１

28,000 ― 28,000 0.0

東京産業洋紙㈱
東京都中央区日本橋本石町
４－６－７

666,000 ― 666,000 0.4

計 ― 12,591,000 ― 12,591,000 8.3
 

(注)　このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権の数２

個)あります。なお、当該株式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含まれております。
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、八重洲監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,588 5,989

  受取手形及び売掛金 134,974 ※１  139,917

  たな卸資産 29,349 26,772

  その他 6,859 7,633

  貸倒引当金 △1,240 △1,718

  流動資産合計 175,530 178,593

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 30,066 33,738

   土地 25,563 25,493

   その他（純額） 33,799 30,372

   有形固定資産合計 89,428 89,604

  無形固定資産   

   のれん 1,017 605

   その他 1,233 2,012

   無形固定資産合計 2,251 2,617

  投資その他の資産   

   投資有価証券 37,723 36,505

   その他 9,016 8,890

   貸倒引当金 △3,994 △3,552

   投資その他の資産合計 42,746 41,843

  固定資産合計 134,424 134,063

 繰延資産 103 90

 資産合計 310,058 312,746
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 95,804 ※１  94,995

  短期借入金 49,328 ※１  47,852

  1年内返済予定の長期借入金 1,154 2,530

  コマーシャル・ペーパー 4,500 23,500

  1年内償還予定の社債 15,050 50

  未払法人税等 1,568 958

  引当金 1,622 1,015

  その他 7,949 7,863

  流動負債合計 176,975 178,764

 固定負債   

  社債 20,025 20,000

  長期借入金 21,309 27,793

  引当金 112 103

  退職給付に係る負債 724 890

  その他 8,390 5,322

  固定負債合計 50,560 54,108

 負債合計 227,535 232,872

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 16,649 16,649

  資本剰余金 15,249 14,660

  利益剰余金 37,656 38,633

  自己株式 △2,142 △4,035

  株主資本合計 67,412 65,907

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,764 7,366

  繰延ヘッジ損益 0 △1

  為替換算調整勘定 1,413 1,017

  退職給付に係る調整累計額 1,505 1,339

  その他の包括利益累計額合計 10,683 9,721

 新株予約権 218 213

 非支配株主持分 4,209 4,033

 純資産合計 82,523 79,874

負債純資産合計 310,058 312,746
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 389,645 382,231

売上原価 352,351 344,927

売上総利益 37,294 37,305

販売費及び一般管理費 32,117 32,560

営業利益 5,178 4,745

営業外収益   

 受取利息 37 41

 受取配当金 605 669

 持分法による投資利益 139 230

 その他 389 372

 営業外収益合計 1,172 1,312

営業外費用   

 支払利息 934 991

 その他 249 252

 営業外費用合計 1,183 1,243

経常利益 5,166 4,814

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 1,289

 補助金収入 24 247

 固定資産売却益 78 60

 厚生年金基金解散損失引当金戻入額 ※１  749 -

 その他 - 37

 特別利益合計 850 1,633

特別損失   

 固定資産処分損 45 1,809

 投資有価証券評価損 83 47

 投資有価証券売却損 11 3

 減損損失 252 -

 貸倒引当金繰入額 116 -

 その他 - 97

 特別損失合計 507 1,955

税金等調整前四半期純利益 5,510 4,492

法人税、住民税及び事業税 1,937 1,524

法人税等調整額 364 73

法人税等合計 2,301 1,597

四半期純利益 3,209 2,895

非支配株主に帰属する四半期純利益 569 450

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,641 2,444
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 3,209 2,895

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 400 △345

 繰延ヘッジ損益 △6 △1

 為替換算調整勘定 73 △423

 退職給付に係る調整額 33 △166

 持分法適用会社に対する持分相当額 133 △101

 その他の包括利益合計 634 △1,037

四半期包括利益 3,844 1,858

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,246 1,482

 非支配株主に係る四半期包括利益 597 376
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社の連結子会社コアレックス信栄㈱は、有形固定資産の減価償却方法に主として定率法を採用しておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より、定額法に変更しております。

この変更は、第１四半期連結会計期間に同社の新工場が稼働を開始したことを契機に、有形固定資産の使用状

況を検討した結果、資産の経済的便益がその耐用年数にわたって平均的に消費されると予測されたため、より実

態に即した定額法へ変更したものであります。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ388

百万円増加しております。
 

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等を

適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務

諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※　保証債務等

(1) 保証債務

連結会社以外の会社の銀行借入等に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

松江バイオマス発電㈱ 1,080百万円 1,032百万円

Japan Pulp & Paper(M)Sdn. Bhd. 219 〃 93 〃

日奔紙張紙漿電材(上海)有限公司 60 〃 48 〃

Tai Tak Takeo Fine Paper Co., Ltd. 23 〃 16 〃

ＪＰシステムソリューション㈱ 324 〃 14 〃

Japan Pulp & Paper(Korea)Co., Ltd. 36 〃 13 〃

Japan Pulp & Paper(Thailand)Co., Ltd. 16 〃 7 〃

Fine Paper Takeo(M)Sdn. Bhd. 4 〃 5 〃

青島王子包装有限公司 28 〃 　―    

計 1,790 〃 1,228 〃
 

 

(2) スポンサー・サポート契約

当社は、連結会社以外の投資先太陽光発電会社のプロジェクト・ファイナンスにあたり、スポンサー・サポート

契約を締結しております。

 

※　手形遡求債務

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形割引高 17百万円 ― 
輸出信用状付荷為替手形
銀行間未決済残高

782 〃 484百万円
 

 

※１　四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第３四半期連結会計

期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に

含まれております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

受取手形 ―     6,417百万円

支払手形 ―     985 〃

短期借入金 ―     220 〃
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 厚生年金基金解散損失引当金戻入額

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

厚生年金基金解散損失引当金戻入額は、最低責任準備金が当該基金の純資産額を下回り、加入事業所の追加拠

出を要しないと見込まれるようになったため、当第３四半期連結累計期間において前連結会計年度に計上した

全額を戻し入れたものであります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 2,995百万円 3,629百万円

のれんの償却額 415 〃 399 〃
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

 

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 720 5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 720 5 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

 

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

 

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 720 5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 692 5 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

 

該当事項はありません。

 

　３　株主資本の著しい変動

当社は、平成27年５月29日開催の取締役会決議に基づき、平成27年６月１日付で、自己株式5,800,000株の取得

を行いました。この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が1,960百万円増加し、当第３四半期連結

会計期間末において自己株式が4,035百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
その他
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

国内卸売
(百万円)

在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等
(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上高         

  外部顧客への売上高 254,235 113,352 18,863 1,722 1,474 389,645 ― 389,645

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

12,527 452 15,031 60 603 28,672 △28,672 ―

計 266,761 113,804 33,894 1,782 2,076 418,317 △28,672 389,645

セグメント利益　　　
又は損失（△）

4,147 558 2,577 △168 132 7,246 △2,079 5,166
 

（注）１ その他には、資源・環境事業及び情報システム販売等の事業を含んでおります。

 ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 ３ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益△1,818

百万円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収

益、営業外費用の純額（連結上消去した受取配当金等を除く）であります。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
その他
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)

国内卸売
(百万円)

在外卸売
(百万円)

製紙及び
加工等
(百万円)

不動産賃貸
(百万円)

売上高         

  外部顧客への売上高 250,929 110,156 16,805 1,924 2,417 382,231 ― 382,231

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

13,773 388 18,032 85 645 32,922 △32,922 ―

計 264,702 110,545 34,837 2,009 3,061 415,154 △32,922 382,231

セグメント利益　　　
又は損失（△）

4,057 388 1,428 112 380 6,364 △1,550 4,814
 

（注）１ その他には、資源・環境事業及び情報システム販売等の事業を含んでおります。

 ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 ３ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社部門の損益△1,448

百万円が含まれております。全社部門の損益は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収

益、営業外費用の純額（連結上消去した受取配当金等を除く）であります。

 

２　報告セグメントの変更等に関する事項

「会計方針の変更等」に記載のとおり、当社の連結子会社コアレックス信栄㈱は、有形固定資産の減価償却方法

に主として定率法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、定額法に変更しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間において、「製紙及び加工等」事業のセグ

メント利益が388百万円増加しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 18円38銭 17円54銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益 2,641百万円 2,444百万円

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益

2,641百万円 2,444百万円

    普通株式の期中平均株式数 143,718千株 139,392千株

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 18円28銭 17円44銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 ― ―

    普通株式増加数 786千株 797千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

――――― ―――――

 

 

２ 【その他】

平成27年10月30日開催の取締役会において当期の中間配当金について次のとおり決議しました。

１　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　 ５円00銭

２　中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　 692百万円

３　支払請求の効力発生日及び支払開始日    　　平成27年12月１日

  (注)　平成27年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月10日

日本紙パルプ商事株式会社

取締役会  御中

八重洲監査法人
 

　

代表社員

業務執行社員
 公認会計士  原   田   一   雄   印

 

　

代表社員

業務執行社員
 公認会計士  齋   藤     勉       印

 

　

業務執行社員  公認会計士  白   濱     拓       印

   
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本紙パルプ商

事株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日

から平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本紙パルプ商事株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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